
１はじめに――問題の所在

　２１世紀初頭の日本経済はどのように展望され

るのだろうか。この１０年はどうなるのであろう

か。かかる問いに対する解答を小論で示すこと

はできない。けれども，日本の隣にある中国の

１０年はどう展望できるのか，という問いに対し

て，小論が若干のヒントを示すことは可能であ

ろう。日本と中国の経済面での関係はますます

密接になりつつある。こうした状況において，

隣国である中国の１０年を展望することにより，

東アジアにおける日本の今後１０年を考える材料

とする――ここまでいかなくとも，何らかの参

考になることはありえるだろう。こんな思いか

ら，今回の筆を執らせて頂いたしだいである。

　これまで，日本のビジネス界における中国の

イメージは，いかなるものであったろうか。商

取引などを通じて，実際に中国人ビジネスマン

と交流を持つにいたった日本人も少なくないで

あろう。彼らから聞こえてくる声はさまざまで

ある。「中国は商売のしにくいところだ」という

声，これあり。「優秀な人材がたくさんいて，ま

すます伸びる国だ」という声，これあり。「日本

の仕事を中国に持っていかれるのは困る」とい

う声，これあり。また，ビジネス上の交流を通

じて，すっかり中国嫌いになってしまった日本

人もいるようだ。

　こうしたさまざまな声は，多くが実体験に基

づいているという点で，それなりの説得力があ

る。しかしその反面で，こうした声は断片的な

知識にすぎないこともある。はなはだしくは，

まったくの感情論から中国に対するコメントを

発している場合も見かけられるのである。

　たとえば，特定の中国企業も，特定の中国人

も，中国政府も，これらをみな一緒くたにして

「中国」なるものを批判しようとする論調がある。

こうした論調が大きな影響力を持つような事態

になると，中国に対する誤った認識が日本国内

に広まり，ひいては日本国民の利益を損なうこ

とにつながりかねない。根拠なき中国に対する

悪いイメージが，本来ならさほど困難でないは

ずの中国理解を妨げてしまう。これはきわめて

残念な事態である。

　小論では，中国の中小企業の発展という点か

ら，まさに構造的な変化を遂げようとしている

中国の一側面を紹介していきたいと考える。中

国といえば「低賃金の生産拠点」とだけ理解す

るのでなく，もう一歩踏み込んだ理解によって

見える何かを感じて頂きたいのである。具体的

には，小論において，最近中国で発行された

『中国中小企業の発展と予測』１）という本の分析

を試みたい。

　この本は，これまでに１９９９年版（＝２０００年発

行）と２０００年版（＝２００１年発行）の２冊が出さ

れており，前者については「中国で初めての中

小企業白書」であることを意識して出版したと

「まえがき」に書かれている。このような動きが

中国で現在進行していることを日本各界の人士

たちはどのように評価するだろうか。こうした

動きを積極的にとらえるメカニズムが日本国内

でどれだけ成熟しているだろうか。私にはこの

ような点こそ，日本の今後１０年の将来性を占う

19

中国理解への一視点
――中国「中小企業白書」とその周辺――

�久保　豊
（日本大学）

企業環境研究年報
No.6, Nov. 2001



うえで鍵になるのではないか，と思われるので

ある。

　結論を先取りしていうならば，中国は今後ま

すます「民営経済化」が進展すると予想される

のである。このなかで中国政府は，国家の命脈

を握るような大型国有企業は国家によるコント

ロールの余地を残しておき，そのほかの大部分

は民営のメカニズムを大いに導入していくもの

と見られる２）。こうした流れのなか，中国の政

策担当者は，これまでほとんど重視してこな

かった中国中小企業のあり方を，今後どのよう

な方向に導こうとしているのだろうか。このこ

とを『中国中小企業の発展と予測』の分析を通

じて読み解いていくのが，小論の目的である。

　なお，本書の２０００年版は最近（２００１年６月に）出

版されたものであり，これを実際に私が入手し

てから間もないので，小論では１９９９年版の検討

を中心に行い，２０００年版についてはその要点と

概略を紹介するにとどめることをお許し頂きた

い。また，１９９９年版の中でも，とくに中国中小

企業政策の重点を理解することに焦点を絞り，

総論編の検討を詳しく行うことにしたい。

２『中国中小企業発展与預測（１９９９）』の構

成と内容�

（１）編集主体について

　本書（以下，『１９９９年白書』）は，国家経済貿

易委員会中小企業司と中国社会科学院中小企業

研究センターが共同で編集した本である。

　国家経済貿易委員会は経済関連の政府機関の

１つであり，国民経済の日常的な運営に関する

年度ごとのコントロール案を編成・実施すると

ともに，産業政策の制定・実施・執行状況の監

督や産業構造の調整を指導するなどの職務を担

うものである。この委員会には政策法規司，産

業政策司，企業改革司，企業監督司などの組織

があり，これらの司と並んで中小企業司があ

る４）。

　この中小企業司は，さまざまな所有制形態の

中小企業に対する管理とサービス提供を目的と

３）

して，１９９８年に設置された組織である５）。そも

そも中国では，建国以来「一大二公（１つに規

模が大きいこと，２つに公有制であること）は良

いことだ」という観念が強く，改革・開放政策

以降もこの傾向が続いていた６）。しかし，１９９０

年代後半から中小企業に対する政府の見方に若

干の変化が見られるようになった。公有制企業

の伸びが相対的に低下している中で，自営業者

や私営企業などの非公有制企業が急速な成長を

遂げており，それらのかなりの部分が中小企業

とオーバーラップしているのである。こうした

成長企業に着目するならば，国家経済貿易委員

会に中小企業司が設置された１つの背景を読み

解くことができるであろう７）。

　また，中国社会科学院についていえば，これ

は国務院直属の事業単位であり，中国における

社会科学方面のナショナル・シンクタンクと

なっている８）。中小企業研究センターは，当院

の工業経済研究所の研究者たちによって担われ

ており，中小企業政策について国家経済貿易委

員会の中小企業司と連携した研究を行っている。

（２）構成ならびに序文

　本書の全体構成を見ると，はじめに序文があ

り，つづいて総論編，各論編，部門・産業編，

地域編，企業編の５つの編が設けられている。

はじめの２編で中国の中小企業全般をあつかう

「マクロ」部分（＝中国語の「宏観」），最後の１

編で個別企業をあつかう「ミクロ」部分（＝

「微観」），そしてその中間に部門経済と地域経済

という「中観」を配置する構成となっている。

　序文には２つの文章が掲載されている。まず，

国家経済貿易委員会の副主任兼秘書長を務める

蒋黔貴の文章「中小企業を振興し，新しい経済

の成長点を刺激しよう」が１０ページにわたって

書かれている。ここでは，現在中国における中

小企業の数は９９％以上を占めており，中国経済

に対して重要な役割を果たしているにもかかわ

らず，多くの問題を抱えているという状況が描

かれている。そして，今後の中国で必要とされ
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る中小企業政策を６点ほど列挙している９）。ま

た，これにつづいて編者による「はしがき」が

掲載されている。

（３）総論編：理論と実践

　総論編は「１　中小企業発展の理論と実践」，

「２　中小企業の発展と趨勢」，「３　中小企業立

法と政策」の３つの章で構成されている。本編

の目的は，中小企業の発展における理論・政策

ならびに実践問題に関する本書の考え方を示す

ことにある。

　まず「１　中小企業発展の理論と実践」の（１）

と（２）において，世界における比較的長いス

パンから，中小企業が各国でどのように扱われ

てきたのかを概観している。すなわち，小規模

な手工業的生産方式から大規模生産に移行した

のは規模の経済による生産性の向上と関連が

あったことを押さえつつ，いわゆる「大企業病」

の問題が発生したことをはじめに指摘している。

そして，他方では，中小企業が競争メカニズム

を通じて，社会に対する絶え間なき企業家の供

給と革新を行ってきたことに触れ，１９７０年代に

なると「スモール・イズ・ビューティフル」の

思想が出現して人々の中小企業に対する認識が

新たな段階に入ったことを描写している。そし

て，２１世紀は世界的な中小企業の時代になると

いうことを予測しているのである１０）。

　つづいて，「（３）中国中小企業の位置づけと

役割」，「（４）中国中小企業の構成」，「（５）中

国中小企業の特徴・問題点および発展対策」と

して，次のような項目が挙げられている。

　「（３）中国中小企業の位置づけと役割」にお

いては，①中小企業は中国経済の新しい成長ポ

イントであり，国民経済の発展を推進する重要

な力である，②中小企業は就業増のための基本

的な場所である，③中小企業は市場活性化のた

めの新鋭部隊である，④中小企業は製品輸出の

重要な力である，⑤中小企業は農業支援ならび

に県レベルの財政を増やす重要な財源である，

という５点を指摘している。①は国有企業の生

産の比重が相対的に低下していることを背景と

しており，②は余剰労働力問題の解決との関連

を意識した位置づけとなっている。さらに，⑤

については農村部における郷鎮企業の役割を意

識した指摘となっており，これらは中国に独特

の事情を中小企業との関連で描写しようとした

ものと考えられる。

　「（４）中国中小企業の構成」においては，ま

ず，①全工業企業と附設事業所の規模構成とし

て，企業と事業所の数，生産額と従業員数とい

う点で小型企業が大きな割合を占めていること

を述べている（【表１】を参照されたい）。すな

わち，企業と事業所の数の９９％以上，工業生産

総額の６０％以上，従業員数の７０％以上を小型企

業が占めていることがわかるのである１１）。この

ことは，②全工業企業の規模構成においてもほ

ぼ同じ傾向が見られる。また，③小企業の構成

においては，１９９８年末の小型企業の所有制形態

を企業数で比較している。具体的には，国有企

業が３.３９万社（０.４３％），集団所有制企業が１７９.８２

万社（２２.６１％），私営企業及び個人業者が６０３.３８

万 社（７５.８８％），そ の 他 の 類 型 が８.５７万 社
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表１ １９９５年全国工業企業及び附設事業所の基本指標

単位あたり従業員年末人数工業生産総額企業と事業所の数

指標 従業員数（万人）（当年価格新規定・億元）（戸）

（人）比率％人数比率％金額比率％絶対数

20100.0014,735.51100.0082,296.63100.007,341,517合計

3,75516.352,409.3126.5221,827.620.096,416大型企業

89310.061,481.9711.039,077.530.2316,591中型企業

1573.5910,844.2262.4551,391.4799.697,318,510小型企業

陳乃醒主編『中国中小企業発展与預測（１９９９）』民主与建設出版社、2000年、18ページ（＝初出：『中華人民共和国1995年
第三次全国工業普査摘要』、3ページ）を加工した。

（出所）



（１.０８％）であることから，大部分は私営企業及

び個人業者に分類される企業であることがわか

る１２）。

　「（５）中国中小企業の特徴・問題点および発

展対策」では，中国中小企業の特徴として，①

投資主体が国有企業や私営企業の一方だけに

偏っているのでなく，さまざまな所有制形態に

よる中小企業があること，②中小企業の数が多

く，大企業との比較でいえば国際的にも比重が

大きいこと，③計画経済期でさえ中小企業は国

家計画の枠外におかれたため，市場ニーズに対

して敏感に反応するメカニズムを有しており，

現在ではこれが急速な発展のための優位性と

なっていること，④主に国内市場向けの製品が

多いこと，⑤労働集約型産業が多いこと，とい

う５つの点を指摘している。

　また，現在の主な問題点として，①技術装備

率が低く，生産規模が小さいこと，②国家の中

小企業に対する施策が不十分であり，企業間を

結ぶ各種団体もあまり組織されていないこと，

③経営面での人材が不足していること，④中小

企業金融が提供した資金は融資総額の３０％程度

にとどまっているなど，融資制度が不十分であ

ること，⑤中小企業に対する社会的支援体制づ

くり（投資・発展戦略・融資・新製品開発・経

営管理・技術革新・輸出入などに関するコンサ

ルティング，教育・訓練，原材料の購入および

製品の販売，企業登記と事業内容の変更などの

面における支援）が不十分であること，という

５点を挙げている。

　これを受けて，発展対策として，①健全な法

律体系づくり，②中小企業の発展における資金

面での解決，③社会的支援体制づくり，④中小

企業発展のための政府等による人材育成，⑤改

革の進展を通じての良好な市場環境づくり，と

いう５点が特筆されているのである。

（４）総論編：発展と趨勢

　次の「２　中小企業の発展と趨勢」において

は，これまで中国において中小企業がどのよう

に扱われてきたのかが描かれている。ここでは

「（１）わが国中小企業発展の歴史的回顧」，「（２）

第１１期３中全会より中小企業が急速に発展した

原因」，「（３）わが国中小企業の発展周期」，「（４）

わが国中小企業の発展傾向」，「（５）中小企業の

発展を促進するための提言」が述べられている。

ここでまず注目されるのは，第１１期３中全会（改

革・開放政策はこの会議より始まった）以来の

中小企業の急速な発展とその原因である１３）。

　（２）において特筆されているように，１つに

は１９８４年以降の郷鎮企業の急成長，もう１つと

して自営業者と私営企業の合法的な地位の向上

を見逃すことはできない。

　郷鎮企業というのは，農村部の集団所有制経

済組織あるいは農民による投資を主として，郷

鎮（所轄の村を含む）で活動を行い，農業支援

の義務を負う各種企業のことをいう１４）。郷鎮企

業は，農村部における大量の余剰労働力を解決

する１つの大きな力になっただけでなく，多く

の企業家を育てることになった。郷鎮企業の大

部分が中小企業であり，中小企業の大きな割合

を郷鎮企業が占めていることを考えると，郷鎮

企業の発展は中国の中小企業の発展を考えるう

えで欠くことのできない要素であることがわか

る。

　本書（＝『１９９９年白書』）における直接の記述

を若干逸脱するが，自営業者と私営企業の地位

向上を示す補完データとして，ここで【表２】・

【表３】・【表４】の統計数値を示すことにしたい。

【表２】に見られるように，近年の自営業者と私

営企業の成長ぶりは目を見張るものがある１５）。

中国の工業生産でいうならば，１９９８年の時点に

おいて国有工業企業ならびに国有持株工業企業

が中国工業企業の総生産額に占める割合は

２８.２％となっており，１９７８年における７７.６％と比

較すればその低下ぶりが明瞭であろう１６）。これ

に対して，私営企業（＝【表３】）と自営業者

（＝【表４】）は１年間で２桁ないし３桁の成長さえ

遂げていることがわかる。

　こうした現実における成長を支えてきたのが，
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政府や党などによって出されてきた非公有制企

業の地位向上に関する数々の声明などである。

　たとえば，１９９９年３月１５日には「中華人民共

和国憲法修正案」が全人代で通過しており，憲

法第６条における「中華人民共和国の社会主義

経済制度の基礎は生産手段の社会主義公有制，

すなわち全人民所有制と労働群集による集団所

有制である〔…以下略〕」という文言は，これに

続く後半部分において「〔…前略〕国家は公有制

を主体として，複数の所有制経済がともに発展

する基本経済制度を堅持する〔…以下略〕」とい

う文言に修正されている。これは，複数の所有

制形態に非公有制の要素が入っていることを強

調したものである。より具体的には，憲法第１１

条の一部に「法律の定める範囲における個人経

済や私営経済などの非公有制経済は，社会主義

市場経済の重要な構成部分である」，さらには

「国家は，個人経済・私営経済の合法的な権利と

利益を保護する」という文言を加えることに

よって，自営業者と私営企業の発展が後押され

ているわけである１７）。

　さらに今日に至って，江沢民は２０００年に「３
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表２ 中国工業生産総額

表３ 中国私営企業発展状況

工 業 生 産 総 額

年 その他の経済類型個人業者集団所有制企業国有・国有持株企業全体

比率％億元比率％億元比率％億元比率％億元億元

22.494877.63,2894,2371978
0.5250.0123.51,21376.03,9165,1541980
1.21171.918032.13,11764.96,3029,7171985
1.51632.830933.53,75262.36,97111,1941986
2.02793.650234.64,78259.78,25013,8131987
2.54504.379136.16,58856.810,35118,2241988
3.47584.81,05835.77,85856.112,34322,0171989
4.41,0485.41,29035.68,52354.613,06423,9241990
6.01,6004.81,28733.08,78356.214,95526,6251991
7.62,6345.82,00635.112,13551.517,82434,5991992
11.15,3528.03,86134.016,46447.022,72548,4021993
14.810,42110.17,08237.726,47237.326,20170,1761994
16.615,23112.911,82136.633,62334.031,22091,8941995
16.616,58215.515,42039.439,23236.336,17399,5951996
18.420,98217.920,37638.143,34731.635,968113,7331997
22.927,27017.120,37238.445,73028.233,621119,0481998

１．本表は当年価格で計算した。
２．1995年以前の「国有・国有持株企業」は国有工業企業を指している。

注：

『中国統計摘要―２０００』中国統計出版社、２０００年、１０５ページを加工した。（出所）

小売販売額生産額従業員数企業数

年 対前年
億元

対前年
億元

対前年
万人

対前年
社

増加％増加％増加％増加％

349716490,5811989

26.54325.81223.71708.398,1411990

32.65720.51478.21849.9107,8431991

59.69139.520526.123229.5139,6331992

108.8190105.942260.837370.4237,9191993

299.5759170.11,14073.764881.7432,2401994

32.51,006101.32,29547.595651.4654,5311995

45.01,45940.63,22722.51,17125.2819,2521996

27.11,85521.63,92315.21,34917.3960,7261997

64.93,05949.25,85326.71,70925.01,200,9781998

37.04,19131.37,68618.32,02225.61,508,8571999

蘭世勇「非公有制経済発展状況図表（１９７８～１９９７）」（張厚義・明立志主編『中国私営企業発展報告（１９７８～１９９８）』社会科学文
献出版社、１９９９年、６１ページ）と、陳乃醒主編『中国中小企業発展与預測（２０００）』民主与建設出版社、２００１年、１３７ページを
合成し、加工した。

（出所）



つの代表論」という重要思想を提出している。

「３つの代表論」とは，「中国共産党がこれまで

人々から支持されてきたのは，党が，中国の先

進的な生産力の発展を代表し，中国の先進的な

文化の進む方向を代表し，中国の最も幅広い

人々の根本的な利益を代表してきたからであ

る」とするものである。ここで注目されるのは

「生産力の発展」と「最も幅広い人々の利益」に

ついて言及している点である。つまり，中国共

産党が労働者階級の政党から大衆政党へ転換す

ることを含みとして，私営企業家の存在を労働

者階級と同等なものに位置づけようとする意図

が読み取れるのである。このことは，２００１年７

月１日に江沢民が行った「七一講話」において，

よりいっそうのダメ押しがなされている１８）。

　これらを受けて，この章における中小企業発

展のための提言としては，①中小企業を管理す

る機構を創設・維持し，関連する法律を制定し，

中小企業の発展を保護・育成する，②中小企業

に対する支持と支援を強め，中小企業のスピー

ド成長を促進する，③中小企業の分類を科学的

に行い，中型企業と小型企業を区別して扱う，

という３点が挙げられている。

　中小企業を管理する機構の創設と維持等につ

いては，日本の状況が例示されている。１９４８年

に制定された『中小企業庁設置法』，１９４９年に制

定された『中小企業等協同組合法』，１９５７年に制

定された『中小企業団体の組織に関する法律』

などが列挙されており，この日本モデルを参考

にして中国における体系的な法整備が必要であ

ることが暗示されている。

　中小企業に対する支持と支援の面では，３つの

層が強調されている。１つめの層は，「間接的な

支援」として，輸出や技術革新などを行おうと

する中小企業に対する政府の優遇政策が挙げら

れている。２つめの層は，「非金融的な支援」と

して，中小企業に対するコンサルティングや技

術支援の重要性が挙げられている。３つめの層

は，「金融支援」として，中小企業金融の充実の

必要性が大きく取り上げられている。そして，
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表４ 中国個人商工業者発展状況

小売販売額生産額従業員数企業数

年 対前年
億元

対前年
億元

対前年
万人

対前年
万社

増加％増加％増加％増加％

2271831981

41.032042.62611982

160133.4747126.15901983

80.028874.61,30458.19331984

66.347935.41,76625.51,1711985

22.15854.51,8463.41,2111986

27.274430616.92,15813.41,3731987

37.61,02468.65166.82,3055.81,4531988

12.01,1478.3559-15.81,941-14.21,2471989

10.71,27014.86427.82,0936.51,3281990

20.21,52621.87827.92,2586.71,4171991

22.01,86118.49269.32,4688.31,5341992

45.62,71049.81,38719.12,93915.21,7671993

55.44,21118.11,63828.53,77623.82,1871994

27.25,35570.42,79122.24,61415.62,5281995

25.26,70626.83,5398.75,0177.02,7041996

20.48,07428.74,5538.55,4425.42,8511997

21.19,78030.95,96012.36,1149.43,1201998

22.912,01518.57,0632.16,2411.33,1601999

蘭世勇「非公有制経済発展状況図表（１９７８～１９９７）」（張厚義・明立志主編『中国私営企業発展報告（１９７８～１９９８）』社会科学文
献出版社、１９９９年、６５～６６ページ）と、陳乃醒主編『中国中小企業発展与預測（２０００）』民主与建設出版社、２００１年、１３８ペー
ジを合成し、加工した。

（出所）



現在の中国においては，中小企業と大企業とを

区別して，中小企業の発展に力を入れることが

重視される，と述べられている１９）。

　これを受けて，中小企業の新しい分類につい

て，指摘がなされている。これまで中国の大・中・

小企業の分類については，生産能力を基準とす

る方法が主に行われてきた２０）。しかし，この方

法では，中小企業政策の実施に当たって所期の

効果が出てこない可能性がある。このことから，

資産総額と売上高による基準で分類するという

新方式が，現在検討されている。これについて

は，『１９９９年白書』の４９ページに述べられている。

（５）総論編：立法と政策

　総論の最後において，「３　中小企業立法と政

策」が述べられている。これは，立法の部分と

中小企業支援政策の部分とに分かれている。

　はじめに，中小企業立法について，国外の状

況と中国の状況が記載されている。このなかで

強調されているのは，中国においてまだ中小企

業に関する専門的な法律が出されていないとい

う点である。関連する法律として『全人民所有

制工業企業法』，『中外合弁経営企業法』，『中外

合作経営企業法』，『外資企業法』，『私営企業法』，

『郷鎮企業法』，『会社法』などが出されているが，

これらは所有制形態等の区別によって立てられ

たものであり，かつ政府が企業をどのように管

理するかという点に重点が置かれている。その

ため，中小企業という弱者に対する保護の視点

が欠如している。現在中国が制定を急いでいる

のは『中小企業促進法』であり，これまでに出

されている類似の法律には『郷鎮企業法』など

があるという。

　『郷鎮企業法』では，税金面での優遇や金融面

での支援が盛り込まれている。また，現在起草

中の『中小企業促進法』では，中小企業の発展

を支援・保護するための制度と原則に関する規

定が作られる予定であるという。具体的には次

のような内容になることが期待されている２１）。

　（１）中小企業を保護し発展させる立法指導思

想。これには，①中小であるという弱者の権益

の保護，②税制・融資などを通じた発展の支援，

③技術・情報提供・人材育成などの社会的支援

体制づくり，④中小企業が生産性を向上させて

競争力をつけるための政策的誘導，⑤脱税・環

境汚染やコピー製品の製造などに対する取締り

という５つの点が重要であるという。

　（２）中小企業を保護し発展させる立法の目標。

その内容として，①中小企業の安定的な発展の

促進，②中小企業における技術進歩の推進，③

ハイテク要素の導入や第３次産業への若干のシ

フトを含めた中小企業の構造調整の加速，④中

小企業に対する管理体制が所有制形態等の違い

により従来バラバラに行われてきたのを改めて

再編成する，の５点が挙げられている。

　（３）中小企業を保護し発展させる立法の調整

範囲を明確にする。すなわち，中小企業として

定義される範囲を，改めて明確に規定する必要

がある。

　（４）中小企業を保護し発展させるための融資

政策。これには，①中小企業金融機関の創設，

②信用供与システムの創設と完備，③技術水準

が高く，輸出能力があり，多くの失業者を受け

入れることが可能な中小企業に対する政府の優

遇政策，④中小企業の外部環境を緩やかにし，

上場のための融資を助ける，⑤中小企業の国際

展開を奨励し助けて，外資ならびに技術成果を

採り入れる，という点が指摘されている。

　（５）中小企業の社会的支援体制づくり。これ

には，①社会的支援体制作りの初期における政

府の指導（ただし，中小企業発展のための政策

とサービス環境に重きを置くべきであり，中小

企業の業務そのものに直接関わるものではな

い），②中小企業の社会的支援に関わるさまざま

なサービス機関の創設，③中小企業に対する社

会的支援体制づくりを進めるうえでの環境を整

えるために，各種業界団体・会議所や大学・研

究機関などの各方面における積極性を喚起させ

る，という点が重要であると述べている。

　つづいて，中小企業支援政策としては，国外
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の状況と国内の状況について記述がある。国内

の状況については，中国のように人口が大きい

国においては，所有制形態による中小企業政策

をやめて，国外で行われている各種政策を参考

にしながら，新しい政策を整備していく必要が

あると述べられている。具体的には次の８点が

指摘されている２２）。

　（１）中小企業に対する管理機構の健全化。こ

れに対応する政府機関の組織として，国家経済

貿易委員会の中小企業司が創設されている。そ

こで，現在のところ，次のような業務を行うこ

とが必要であろうと述べられている。①中小企

業を統括するための統一的な機関の設立。ここ

においては，中小企業支援政策の制定に関する

研究，小企業からの声の収集，中小企業関連法

の実施の監督，大企業と中小企業との間の協力

体制づくりと中小企業の競争力向上の促進，中

小企業における経営管理体制づくりの支援，中

小企業情報ネットワークの創設，公平な市場競

争の維持と小企業に対する大企業からの抑圧の

防止，小企業の国際展開を促進する組織づくり，

といった点がその機能として期待されるという。

また，②中小企業が各種業界団体などの全国な

いし地域ネットワークを組織するために，政府

がバックアップすることや，③政府または民間

が主となって，情報提供，人材育成，コンサル

ティングなどを行う中小企業の仲介組織を創設

する必要があるという。

　（２）社会的支援体制づくり２３）。これは次の点

から着手する必要があるという。①中小企業情

報システムの創設。政府機関の情報ネットワー

クや各種コンサルティング機関ならびに業界団

体の情報ネットワークなどの創設もあわせて重

要となる。②中小企業研究機関の創設。大学や

研究機関と中小企業の協力を得て，単独あるい

は共同で新技術や新製品を開発する研究機関を

創設する必要がある。③小企業インキュベータ

の創設。④管理技法の指導，コンサルティング，

人材育成を行う機関の開発。政府のほかに大学・

研究所の協力が必要である。⑤企業診断システ

ムの導入。⑥中小企業の社会的支援体制を補強

するための仲介機関の創設。政府主導でも民間

主導でもよいが，大企業優先主義を打破した

サービス提供が必要である。

　（３）金融政策。これについては，中国の現状

に鑑みて，次の方面についての政策が必要であ

るという。すなわち，①中小企業の信用供与の

ための担保基金。②中小企業専門銀行の創設。

③中小企業のリスクを担保する基金の創設。④

小企業に対する融資プログラムの実施。⑤中小

企業発展基金などの創設。⑥中小企業融資の第

二市場の創設がこれである。

　これらのうち，⑤について言うと，中小企業

発展基金を構成するものとして，政府が中小企

業発展のための資金から拠出する部分，中小企

業からの増加税収のうち一定比率の部分，基金

の運用によって生じた部分，自然人または法人

からの寄付によるものなどが想定されている。

また，その適用範囲としては，ハイテク化・専

門化・国際化しようとする中小企業や，少数民

族地域・辺境地域・貧困地域の中小企業，中小

企業間で経済技術協力を行おうとするもの，国

家の産業政策に合致する方向で構造調整を行お

うとする中小企業，技術革新を進めようとする

中小企業，ブランド商品を開発しようとする中

小企業，職業教育と技術訓練を行おうとする中

小企業，中小企業の信用供与などが挙げられて

いる２４）。

　（４）納税での優遇。これには，①中小企業が

不利とならないように適切な調節税を設ける，

②適切な分類に基づく納税制度とする，③自然

災害によって重大な損失を受けたときの減免・

救済措置が含まれている。

　（５）中小企業の発展と再就職プロジェクトと

の連携。再就職プロジェクトというのは，国有

企業等における「６か月以上の失業者」を重点

対象とし，政府・企業・本人の三者が協力して

新たな就職を進めていこうとするキャンペーン

である２５）。これとの連携として，①一時帰休者

および失業者が中小企業を創業するための基金
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を創設する，②一時帰休者が創業した小企業に

対する納税面での優遇（減免，支払い期間の猶

予など）を行う，③少額の融資を通じて創業を

奨励する，などの具体策が述べられている。

　（６）ハイテク中小企業を大いに発展させる。

ハイテク産業は中小企業の新しい成長ポイント

であり，中国中小企業が国際的に競争力をもつ

ためにも重要であると指摘されている。ここで

は，①開業条件の緩和，②技術革新基金がすで

に創設されたことなどが挙げられている。

　（７）中小企業生産の基地化と専門化。基地化

とは，同類製品および関連製品の生産をある特

定地域に相対的に集中させること（たとえば米

国のシリコンバレーなど）であり，専門化とは，

小企業がもっぱら大企業のために部品を生産し，

大小企業の分業を形成することであるという２６）。

中国では，大企業であると小企業であるとを問

わず「大而全，小而全」（＝企業の中にすべての

部門をワンセットで抱え込む）という資源配分

がなされている場合が多く，ある部品に特化し

た専門小企業が相対的に少ない状況にある。そ

のため，高品質で低コストの部品を大企業が小

企業から調達するのが難しく，また小企業とし

ても大企業から資金・技術・管理に関する支援

を受けることが困難になっている。そこで，こ

のような構造的な問題を解決するような政策と

して，中小企業生産の基地化と専門化が求めら

れるのである。

　（８）重点支援を行う中小企業の確定。中国の

国情を考えると，次のような方面に重点を置く

ことが望まれるという。①比較的基礎があり，

大学や研究機関と関連をもてる都市の中小企業

をハイテク分野で発展させるための重点支援。

②地域格差を改善させるのに効果のある地域の

中小企業への重点支援。③就業を増加させる中

小企業への重点支援。④輸出の面で有利な中小

企業への重点支援。⑤現地の資源と農副産品を

主な原料とする資源加工型中小企業への重点支

援。⑥環境保護型の中小企業への重点支援。

（６）各論編以下の構成

　以上の総論編をうけて，各論編では「１　わ

が国中小企業経済組織の現状とその新たな形勢

の下における戦略的調整」，「２　私営企業の発

展と統治構造」，「３　国有中小企業の改革」，「４

　中小企業の社会的支援体制づくり」，「５　中

小企業の信用供与」，「６　中小企業のベン

チャー経営」，「７　中小企業の産業における位

置づけ」，「８　中小企業ネットワークの建設」，

「９　ＷＴＯと中小企業の国際経営」，「１０　民営

企業の制度革新と経営革新」の１０章構成で各論

が展開されている。これらは，現在の中国中小

企業に関する諸問題の中でとくに重点と考えら

れている問題であることが推察される。

　「１　わが国中小企業経済組織の現状とその

新たな形勢の下における戦略的調整」において，

この章の筆者は２１世紀を中小企業の時代として

とらえ，中国における中小企業発展の意義を分

析している。ここでは，政府の関与から独立し

て経営が行いえる中小企業の確立という思想解

放，中小企業政策の重要性に関する認識の向上，

中小企業に対する政府の体系的管理制度の確立，

中小企業を支援する法体系の整備，企業規模に

ついての新しい基準づくりなど中小企業の発展

に必要なソフト基盤の整備が必要である，と指

摘している。また，中小企業の優位性に着目し，

中小企業を国民経済の中で具体的にどのように

位置づけたらよいか，という問題については，

「７　中小企業の産業における位置づけ」の中で

論じられている。

　「２　私営企業の発展と統治構造」においては，

私営企業の発展状況とそこにおけるコーポレー

トガバナンスの問題が分析されている。この部

分は１０３ページから１４２ページまでに及ぶ大作と

なっており，公有制企業の経営問題とは異質の，

そしてこれからすべての中国企業にとっての重

要ポイントになると考えられる問題について，

多くの記述がなされているのが特徴的である。

たとえば，出資者の機能と経営者の機能，出資

者と経営者との関係，私営企業の主な出資者の
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構成，株主総会や取締役会のメンバーの構成，

重大な意思決定の行われるレベル，中間管理者

や従業員の採用に関する現状，経営者の資質と

企業家精神，中間管理者や従業員のモチベー

ションに関する状況などがデータに基づいて論

じられている。これらについては，家族経営の

可能性と限界との関連で，「１０　民営企業の制度

革新と経営革新」においてその発展的な分析が

行われている。

　「３　国有中小企業の改革」は，「抓大放小

（＝国民経済の命運を左右するような大型企業

グループは国家が主導権を握って重点的にこれ

に関わり，それ以外の小企業については改組，

経営権リース化，大企業への併合，民間への売

却，管理の強化等を通じて，これを自由化・活

性化しようとする政策）」を踏まえて，国有企業

に焦点を当てて分析を行ったものである。

　また，中小企業の発展のためには，これを支

援する社会的システムが必要である。このこと

を踏まえて，「４　中小企業の社会的支援体制づ

くり」ではそれが中国において欠如しているこ

とを描写し，諸外国を参考にして今後整備して

いかねばならない方面について述べている。こ

の部分は，今後中国において必要な中小企業関

連の制度や機関などについての具体的な記述が

ある（小論では末尾に〔資料３〕として要約を

掲げることとした）。「５　中小企業の信用供与」

と「８　中小企業ネットワークの建設」は社会

的支援体制づくりの具体的な項目に相当するも

のであり，「６　中小企業のベンチャー経営」は

社会的支援体制づくりが必要であることの背景

を述べている。

　「９　ＷＴＯと中小企業の国際経営」では中国

の中小企業が国際展開してきた状況と今後の展

望を述べている。ただし，この点については，

むしろ『２０００年白書』の総論編と対外協力編に

おいて５章分にわたる分析がなされていること

が象徴的である。グローバル経済化の中小企業

に与える衝撃についての本格的な問題意識は，

２００１年以降の検討の中で展開されている。

　以上の各論編に続いて，部門・産業編では

「１　中小鉄鋼業の発展と現状」，「２　中小炭坑

の発展と現状」，「３　わが国金工業の発展と予

測」，「４　中小軽工業の発展と趨勢」，「５　わ

が国中小印刷業の状況と発展趨勢」，「６　実現

されるべき気体工業の社会化と企業間連合」，

「７　中小機械工業の基本的状況」，「８　わが国

電子部品工業の発展と予測」，「９　鉄道システ

ム小企業の改革と発展」，「１０　わが国中小流通

業の改革・発展の現状と趨勢」の１０章が立てら

れている。また，地域編では，北京，上海，天

津，山西，遼寧，吉林，黒竜江，陜西，江蘇，

浙江，寧夏，安徽，山東，河南，広東，海南，

重慶，四川，貴州，雲南の各省市における中小

企業の現状と展望が分析されている。最後の企

業編においては，５５社の個別中小企業の事例研

究が掲載されている。

３．『中国中小企業発展与預測（２０００）』につ

いて�

　２００１年に出版された『２０００年白書』について

は，その副題に「グローバル経済の一体化と中

小企業の競争力」とあるように，中国のＷＴＯ

加盟とその中小企業への衝撃についての意識が

強く出されているのが特徴である。以下，各編

について具体的に検討してみよう。

　序文には「希望と現実――新世紀における中

小企業の発展についての略論」と「はしがき」

の２つが収められている。「希望と現実――新世

紀における中小企業の発展についての略論」で

は，２１世紀のもたらす新たな希望ときびしい現

実について触れ，中小企業が発展する新たな局

面を作るための７つの点を述べている２８）。また，

「はしがき」では，本書が中国のＷＴＯ加盟と中

小企業の競争力との関連に注視した理由を説明

している。とくに，ＷＴＯ加盟により弱小の中

小企業が国際競争の波に呑み込まれることの意

味とこれに対応する必要性を述べている。総論

編の「１　わが国中小企業の発展が直面する新

しい情勢」と「２　ＷＴＯとわが国中小企業の

２７）
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発展」は，この「はしがき」で示した内容をよ

り具体的に説明した部分である。

　グローバル経済の中に中国の中小企業が飛び

込むとなれば，それに耐えうるだけの体質が企

業に備わっていなければならない。そこで，素

質編の「１０　企業素質の特徴と内容」，「１１　中

小企業の経営管理」，「１２　中小企業の融資能力」，

「１３　中小企業の革新能力」においてその具体的

な中身を検討している。また，海外との関連に

ついては，対外協力編においてこれを積極的な

方向で模索し，「７　わが国中小企業の対外協

力」，「８　中小企業の海外との合弁」，「９　中

小企業の対外直接投資」の３つの章に分けて具

体的な状況を検討している。

　ところで，一口に中小企業の発展といっても

内容はさまざまである。その中でも現在の中国

で注目されているのは，ハイテク中小企業，農

村部のエースである郷鎮企業，それに徐々にそ

の「市民権」を向上させつつある自営業者と私

営企業という３つの類型を挙げることができる

であろう。そこで，発展編において「３　わが

国中小企業の発展の基本状況と傾向」，「４　科

学技術型の中小企業の発展」，「５　新世紀に向

かうわが国の郷鎮企業」，「６　改革・開放のな

かで誕生したわが国の私営企業と個人業者」の

４つの章を構成し，各類型の特徴に応じた問題

点の指摘と発展への展望が述べられている２９）。

　また，社会的支援体制づくりの具体化として，

サービス編において「１４　中小企業の信用供与

システムの創設と発展」，「１５　中小企業の経営

コンサルティング」，「１６　中小企業インキュ

ベータの機能と設立」，「１７　西部中小企業サー

ビスシステムの設立の加速」が述べられている。

この中で西部大開発との関連を持つ章が新たに

立てられている点が印象的である。

　これらを受けて，最後の展望編は「１８　中小

企業の競争力の向上」，「１９　西部大開発と中小

企業の発展」，「２０　２１世紀初期のわが国工業の

成長と中小企業発展の方向」という３つの章で

構成されている。１つには，大企業に対しても，

海外企業に対しても，中国の中小企業が競争力

で劣らないようにすることに着目している。２

つには，中国国内における地域間格差の問題が

深刻であることを受け，内陸部の中小企業が沿

海地域や海外の企業との提携を通じて発展して

いくための方策を検討していることがわかる。

また，締めくくりの第２０章では，今後１０年の中

小企業の発展方向として，①伝統産業の技術改

造を行うこと，②ハイテク産業に力を入れるこ

と，③国が独占してきた産業への進出を図るこ

と，という３点を挙げている。

４．若干のコメント――結びに代えて

　小論では，『中国中小企業発展与預測（１９９９）』

の構成と総論の内容を中心にして，中国の政策

担当者が中国中小企業のあり方をどのような方

向に導こうとしているのかを探ろうとした。ま

ず，１９４９年の中華人民共和国建国以来，中国で

は「一大二公」の意識が強かったので，大きく

なくて公有制でもない自営業者や中小私営企業

はその存在自体もありえなかったことが【表１】

の数値などから明らかである。

　改革・開放政策が始まった１９７８年からこの状

況に変化が見られ，少しずつ自営業者や私営企

業が増えるようになるにつれて，中小企業の数

も増加を開始するのである。そして，�小平の

南巡講話や社会主義市場経済の確立が出される

１９９２年になると，この傾向に拍車がかかるよう

になる。しかしながら，実際には国有企業に対

する「抓大放小」の一解釈として現れたように，

中国社会の小企業に対する差別視は１９９０年代末

まで続いていた。「放小」を，自由化・活性化と

とらえず，「小企業はどうなっても構わない」と

いうような意味にとらえていた感さえあったと

いえるだろう。

　９０年代末から２１世紀の初頭にかけて，中小企

業を保護・育成することが中国経済の発展に有

利である，という論調が出るようになり，「放小」

の意味も真の意味での自由化・活性化にとられ

るようになってきた。このなかで，国際的に通
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用するような競争力を中小企業に付けることも

重要であるが，それ以前に中小企業は弱い立場

にあるので，まずはこれを保護・育成する政策

が必要である，という主張が行われていること

が確認された。そのためには，法律の整備や中

小企業に対する社会的支援体制づくりが急務で

あることが述べられていた。現在まさに起草中

の『中小企業促進法』にこれらのことが盛り込

まれている。

　しかしながら，これは単なる保護・育成では

なく，重点を決めた中小企業の保護・育成であ

る。しかも１年後の白書においては，早くもＷ

ＴＯ加盟を意識した企業競争力の強化が前面に

現れているのである。そのテンポの急速なこと

は特筆せざるをえないだろう。とはいえ，これ

は中小企業の保護政策から競争力強化政策へと

切り換わったことを意味するというより，むし

ろ短期間のうちにさまざまなことがらを同時並

行的に進めていかねばならないことを意味して

いる，ととらえるのが妥当であろう。

　中小企業政策とその新たな動向の中に，中国

の国情ともいうべき特殊性を読み取ることがで

きるであろう。たしかに中国は，日本・米国・

イタリアなどの諸外国における中小企業政策を

研究しており，とくに日本モデルについてはこ

れを中国の中小企業政策に導入しようとしてい

ることがうかがえた。

　しかしそれでも，社会主義体制を堅持してい

ることによるイデオロギー上の問題，急速な成

長を遂げつつも企業競争力は中程度の水準とい

う問題，国内における著しい地域間格差や農村

部の発展の問題，ＷＴＯ加盟を間近にして迫る

各種構造改革の問題などが，中国の中小企業政

策の中に色濃く反映されていることが読み取れ

るのである。

　たとえば，郷鎮企業は，この白書（１９９９年版

と２０００年版）の中でも重要な概念として扱われ

ている。しかしながら，他方で中国経済の動向

を象徴すると思われる「民営経済」という言葉

が，ごく最近台頭しつつあるのも事実である。

また，中小企業司という統一的な政府機関の創

設は，農村部の発展という特別の任務を課せら

れた郷鎮企業の性格を相対的に薄めることにな

る可能性がある。ＷＴＯ加盟が決まれば，この

動きがますます加速されることになるだろう。

郷鎮企業は，農村部の発展に貢献する企業では

なく，単なる農村部における民営企業という扱

いになる可能性が現れてきたのである。ここに

１つの緊張した状況をかいまみることができる。

　また，「民営経済」という言葉との関連でいえ

ば，これを「私営経済」あるいは「資本主義経

済」と区別して使用している点が注目される３０）。

現在の中国は社会主義市場経済の建設を推進し

ているのであるが，政治面では中国共産党が独

裁的なリーダーシップを発揮し，これが企業経

営に影響を与えるという体制をとっている。ま

ずこのことからも，社会主義市場経済は資本主

義経済と区別されなければならない。

　しかし，国有企業の比重低下と自営業者・私

営企業の成長が中国経済の現状であり将来像で

もある。この意味では１つのイデオロギー上の

危機ともいえる。そこで，政治面での突破を企

図して，あえて公有民営企業も含みうるような

「民営経済」という概念を登場させる必要があっ

たのだろう，と推察されるのである。

　そして，かかるイデオロギー上の思想解放が

必要なのは，たとえば社会的支援体制づくりに

おいても色濃くこれを見取ることができるので

ある。すなわち，中小企業政策という政府によ

る働きかけによって民間主導の支援体制を作る

という「離れわざ」をやってのけようとするな

らば，どうしても「民営のメカニズムを熟知し

た政策」が不可欠となる。

　まるで言葉遊びのように聞こえるかもしれな

いが，結局，日本モデルを参考にしつつ，社会

主義市場経済を建設する重要な要素として中小

企業を育てようとするならば，それを急げば急

ぐほど「民営経済」という言葉が便利な存在と

してクローズアップしてくるのである。もはや

ＷＴＯ加盟が目前に迫りつつある現在，イデオ
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ロギーはますます棚上げせざるをえない状況に

なるであろう。

　このような国情があるにせよ，「民営経済」の

大きな部分を占める中小企業を保護・育成し，

これを競争力のある存在へと転換させていくこ

とが中国には必要である，という認識が中国政

府の中でなされつつあることが，この白書から

読み取れる。そして，この転換は現在進行形の

ものであり，かつ国情との関連で多くの緊張を

はらんだものであると察せられるのである。実

際，関係筋から話をうかがったところ，中国国

内では大企業優先政策と中小企業発展政策との

間の議論が行われているところであり，必ずし

も後者の勢力が優勢であるとはいえない状況と

のことであった。こうした複雑な状況が実際の

姿であるように思われるのである。

　小論の標題は「中国理解への一視点」であっ

た。その狙いは，今日中国の中小企業の動向を

探る営みが中国理解への一歩となり，今後の日

本を考えるヒントになるのでは，という思いに

あった。ところが実際は「今後いっそうの考察

が必要になった」というのがここまでの結論と

なってしまった。なぜならば，この東アジアに

おけるダイナミズムの中にこそ，何か１つの

チャンスが見出せるような予感がするからであ

る。

１）これまでに次の２冊が出版されている。１冊目は，
陳乃醒主編『中国中小企業発展与預測（１９９９）』民
主与建設出版社，２０００年である。２冊目は，陳乃醒
主編『中国中小企業発展与預測（２０００）――全球経
済一体化与中小企業競争力』民主与建設出版社，
２００１年である。本文および注において，以下ではそ
れぞれ『１９９９年白書』，『２０００年白書』と略記するこ
とがある。
２）「抓大放小」と呼ばれる方針がこれに相当してい
る。
３）〔資料１〕はその目次である。
４）『中国経済データハンドブック　２０００年版』財団
法人日中経済協会，２０００年，２８ページによる。

５）中国社会科学院工業経済研究所『中国工業発展報
告（２０００）――中国的新世紀戦略：従工業大国走向
工業強国』経済管理出版社，２０００年，３７７ページに
よる。
６）中国において中小企業が軽視されてきたことにつ

いては，�久保　豊「中国の経済改革と中小企業」
『中小商工業研究』第５９号，１９９９年４月，２９～３０ペー
ジにおいて指摘している。
７）中小企業司が設けられたもう１つの背景として，
それまでは所有制形態や法律規定の違いによって
各種の中小企業が存在しており，これらを所轄する
政府機関が別々になっていたことがある（たとえば，
同じ中小企業でも，郷鎮企業は農業部の所轄，ハイ
テク型中小企業は科学技術部門の所轄，個人業者は
商工部門の所轄などという具合に分かれている）。

８）国務院直属のシンクタンクとしては，ほかに国務
院発展研究センターや中国科学院（後者は自然科学
方面）などがある。
９）この部分の６～８ページの小見出しは次の通りで
ある。①中小企業改革の促進を積極的かつ規範的に
継続し，中小企業の債務負担をさまざまな方法で解
決する，②中小企業の専門化を通じた分業を奨励・
促進し，構造調整を大いに推し進める，③技術革新
能力の育成を加速する，④都市部における失業・一
時帰休者が中小企業を創業し発展させる手助けを
する，⑤公平な競争を行う市場環境を創造する，⑥
中小企業の外部政策の環境を改善する。

１０）この予測は『１９９９年白書』３ページの記述による。
１１）【表１】を見ると，当時の中国における中型企業
は，１社あたりの従業員数が８９３人いることがわかる。
本文において，中小企業を代表する数値として小型
企業のみに着目したのは，このためである。

１２）『１９９９年白書』２０ページの表１- ４による。
１３）第１１期３中全会（＝中国共産党第１１期中央委員会
第３回全体会議）とは，１９７８年１２月１８日から２２日ま
で行われた会議であり，このなかで党の活動重点を
社会主義現代化建設に置くことが決議された。言い
換えれば，いわゆる改革・開放政策はこの会議から
始まったわけである。

１４）『中華人民共和国郷鎮企業法』第２条による。こ
れについては，�久保　豊「中国の市場経済化と郷
鎮企業」（藤井光男編著『東アジアにおける国際分
業と技術移転――自動車・電機・繊維産業を中心と
して――』ミネルヴァ書房，２００１年，第１３章に所収），
２９１ページに詳しく記述してある。

１５）自営業者と私営企業は，いずれもその資産が中国
内地公民私人の所有であり，かつ営利追求を目的と
する経営体であるが，自営業者は従業員数が７名以
下，私営企業は従業員数が８名以上という区別があ
る。

１６）『中国統計摘要――２０００』中国統計出版社，２０００
年，１０５ページ＝【表２】を参照されたい。

１７）『中華人民共和国憲法修正案（１９９９年３月１５日第
９期全国人民代表大会第２回会議で通過）』におけ
る記載を引用した。これについては，中華全国工商
業聯合会・中国民（私）営経済研究会聯合編輯『中
国私営経済年鑑（２０００年版）』華文出版社，２０００年
の７ページに掲載された文に基づいた。

１８）これらについては，次の参考文献などがある。江
沢民「論『三箇代表』」中央文献出版社，２００１年。
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『新世紀党的建設的偉大綱領：学習江沢民総書記「七
一」講話輔導』，中共中央党校出版社，２００１年。『馬
克思主義与時倶進的理論創新：学習江沢民「論『三
箇代表』」輔導材料』新華出版社，２００１年。

１９）『１９９９年白書』４８ページによる。
２０）従来の分類基準については，�久保　豊「中国の
経済改革と中小企業」『中小商工業研究』第５９号，
１９９９年４月号の３０～３１ページで説明している。
２１）『１９９９年白書』５７～６１ページの記述による。
２２）『１９９９年白書』７１～７８ページの記述による。
２３）小論の〔資料３〕でその内容をより具体的に要約
したので，参照されたい。

２４）『１９９９年白書』７４～７５ページの記述による。
２５）竹内実･矢吹晋編『中国情報用語事典（１９９９～２０００
年版）』蒼蒼社，１９９９年，１８０ページを参考にして記
述した。

２６）『１９９９年白書』７６ページの記述による。
２７）〔資料２〕はその目次である。
２８）その内容は次の７点である。①５９号文書の貫徹と
政策支援体系の整備，②国有中小企業改革の規範的
な推進，③構造改革に力を入れて，新たな成長ポイ
ントを育成すること，④さまざまな方式の中小企業
融資を整備すること，⑤モデル実験を活かして中小

企業の社会的支援体制づくりに力を注ぐこと，⑥中
小企業の専門化を通じた分業体制づくりを促すこ
と，⑦対外協力と国際交流に力を入れること。

２９）近年，郷鎮企業という言葉について，これを企業
側が好んで用いない状況が見られるようになりつ
つある。郷鎮企業というと「泥臭い」というイメー
ジが想起されるため，今後は「垢抜けた」企業へと
変身するべく第二次創業を図っている企業が見ら
れる。また，郷鎮企業というのはすぐれて中国的な
概念であり，世界標準に相容れない独特な性質を持
ち合わせている。このため，中小企業政策の中にお
ける郷鎮企業の位置づけについて，今後さまざまな
議論が出てくることが予想される。

３０）陽小華・曾健民らの見解では「民営経済とは官営
経済あるいは国営経済の対となる概念であり，国有
国営以外のあらゆる所有制形態と経営方式の総称
である」という。すなわち，「非『国有国営』経済
を指すものである」と定義する（陽小華・曾健民等
『民営経済発展研究』湖北人民出版社，２０００年，１ペー
ジの記述による）。楊幹忠等主編『民営経済実用詞
典』中国発展出版社，２００１年における民営経済の定
義も，ほぼこれと同様である。 
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●書名

国家経済貿易委員会中小企業司・中国社会科学

院中小企業研究センター編，陳乃醒主編『中国

中小企業の発展と予測（１９９９）』民主与建設出版

社，２０００年

●目次

中小企業を振興し，新しい経済の成長点を刺激

しよう。

はしがき

総論編

　１　中小企業発展の理論と実践

　２　中小企業の発展と趨勢

　３　中小企業立法と政策

各論編

　１　わが国中小企業経済組織の現状とその新

たな形勢の下における戦略的調整

　２　私営企業の発展と統治構造

　３　国有中小企業の改革

　４　中小企業の社会的支援体制づくり

　５　中小企業の信用供与

　６　中小企業のベンチャー経営

　７　中小企業の産業における位置づけ

　８　中小企業ネットワークの建設

　９　ＷＴＯと中小企業の国際経営

　１０　民営企業の制度革新と経営革新

部門・産業編

　１　中小鉄鋼業の発展と現状

　２　中小炭坑の発展と現状

　３　わが国金工業の発展と予測

　４　中小軽工業の発展と趨勢

　５　わが国中小印刷業の状況と発展趨勢

　〔資料１〕『１９９９年白書』の構成
�
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　６　実現されるべき気体工業の社会化と企業

間連合

　７　中小機械工業の基本的状況

　８　わが国電子部品工業の発展と予測

　９　鉄道システム小企業の改革と発展

　１０　わが国中小流通業の改革・発展の現状と

趨勢

地域編

　北京，上海，天津，山西，遼寧，吉林，黒竜

江，陜西，江蘇，浙江，寧夏，安徽，山東，河

南，広東，海南，重慶，四川，貴州，雲南

企業編

　５５社の事例研究

●備考

国家経済貿易委員会中小企業司と中国社会科学

院中小企業研究センターが共同で出版。中国で

初めて出版された「中小企業白書」。
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●書名

国家経済貿易委員会中小企業司・中国社会科学

院中小企業研究センター編，陳乃醒主編『中国

中小企業の発展と予測（２０００）――グローバル

経済の一体化と中小企業の競争力』民主与建設

出版社，２００１年

●目次

希望と現実――新世紀における中小企業の発展

についての略論

はしがき

総論編

　１　わが国中小企業の発展が直面する新しい

情勢

　２　ＷＴＯとわが国中小企業の発展

発展編

　３　わが国中小企業の発展の基本状況と傾向

　４　科学技術型の中小企業の発展

　５　新世紀に向かうわが国の郷鎮企業

　６　改革・開放のなかで誕生したわが国の私営

企業と個人業者

対外協力編

　７　わが国中小企業の対外協力

　８　中小企業の海外との合弁

　９　中小企業の対外直接投資

素質編

　１０　企業素質の特徴と内容

　１１　中小企業の経営管理

　１２　中小企業の融資能力

　１３　中小企業の革新能力

〔資料２〕『２０００年白書』の構成
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サービス編

　１４　中小企業の信用供与システムの創設と発

展

　１５　中小企業の経営コンサルティング

　１６　中小企業インキュベータの機能と設立

　１７　西部中小企業サービスシステムの設立の

加速

展望編

　１８　中小企業の競争力の向上

　１９　西部大開発と中小企業の発展

　２０　２１世紀初期のわが国工業の成長と中小企

業発展の方向
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（１）中小企業の発展に必要な社会的支援体制づ

くり

①　中小企業発展の社会的支援体制づくりは，

わが国の社会主義市場経済の建設にとって必要

なことである。

　社会主義市場経済の建設期に入り，近年では

国内市場の基本的な形成と国際金融秩序の動揺

によって，わが国の産業組織は大きな調整段階

に入っている。科学技術の発展によって，専門

化・精緻化した中小企業が，強大な競争力を持

つ大企業と同じように，社会主義市場経済の新

しい情勢に適応する組織形態になってきた。

　しかしながら，大企業に比べると，中小企業

はまだ資金・人材・情報・技術などの面で制約

がある。また，市場開拓や経営管理の面でも相

対的に弱い立場に置かれている。中小企業がそ

の機動性・柔軟性といった競争優位を発揮する

には，生産の専門化と社会的支援体制による支

えが前提となる。

　世界的に見ると，健全なる中小企業の社会的

支援体制を築き，中小企業の経営環境を改善す

ることが，中小企業の発展を維持し促進する鍵

であった。先進国における中小企業の社会的支

援体制は比較的に整っている。アメリカ，日本，

イタリア，ドイツなどでは，政府の支持によっ

て中小企業発展を支援する機関がたくさん作ら

れている。たとえば，融資の担保，創業指導，

退職経営者サービス団，小企業学院，小企業発

展研究センター，製造技術センター，製造技術

普及センターなどのサービス機関がある。

　これらの国に比べると，わが国の中小企業支

援体制の建設は相対的に立ち遅れており，中小

企業の発展ニーズを満たしていない。社会的支

援体制の立ち遅れは，中小企業の経営コストを

増大させ，中小企業全体の素質の向上を束縛し，

中小企業の発展に著しい影響を与えている。

〔資料３〕中小企業の社会的支援体制
づくりについて
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②　社会的支援体制づくりは，政府職能の転換

に必要なことである。

　計画経済期の政府は企業に対して直接管理を

行うものであり，企業は政府の「生産現場」の

ような存在であった。こうしたモデルは市場経

済になじまない。政府はその重点を企業の監督，

誘導，支援，サービスといった間接管理の職能

に転換し，企業を真の市場競争の主体にする必

要がある。

③　社会的支援体制づくりは，政府と企業の職

能を分けるための必要条件である。

　政府と企業の職能を分けることは，国有企業

改革の中の重要な一項目である。社会的支援体

制づくりは企業の意識改革を促進する助けとな

る。企業が競争意識を備え，独立・自主発展・

相互協力の能力が増強されてこそ，政府職能が

正常化されるのである。

④　社会的支援体制づくりは，社会の安定を維

持し国有中小企業の改革を推進するのに必要な

ことである。

　現在，わが国の新規労働力と国有企業の一時

帰休が巨大な就職圧力となり，社会的危機に

なっている。既存企業への吸収は楽観視できず，

新規中小企業の育成がこの問題を解決する根本

的な策になっている。創業指導，融資援助，経

営コンサルティング，技術サポートなどの内容

を含む社会的支援体制は，中小企業にさまざま

なサービスを提供することによって，創業リス

クを軽減させ，中小企業の生存率を高めるので

ある。

　このように，社会的支援体制づくりを進める

ことは，中小企業の改革と発展，政府職能の転

換，政府と企業の職能分化，企業の外部環境の

改善，社会の安定の維持などの面で重要な意義

を持つ。これを受けて，１９９９年１０月に開かれた

共産党の第１５期４中全会において「中小企業の
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社会的支援体制を育成しよう」という文言が決

議文に記されたのである。国家経済貿易委員会

は，現在これに関する施策を検討中である。一

部の地域ではすでにその摸索が始まっている。

（２）中小企業の社会的支援体制づくりを進める

さいの基本問題

　社会的支援体制づくりは，１つの長期的かつ系

統的な工程であり，政治・経済体制の諸問題に

波及するものである。したがって，わが国の具

体的な国情および経済発展段階によって，他国

と異なる原則と実現形態をとることになる。

①　支援体制の位置付け，指導思想，運営原則

　わが国の国情に適合する中小企業の社会的支

援体制は，社会の各種中小企業にサービスを提

供することを宗とし，良好な経営環境を作るこ

とを目的として，中小企業の設立・生存と発展

のために，多段階，多ルート，多形式，全方位

サービスの社会的支援を提供するものである。

それは，政府が中小企業の発展を支援するとい

う意図を体現したものである。支援体制は，社

会性，サービス性，専門化と市場化原則を体現

すべきであり，その運営にあたっては，政府の

支持・指導と監督の下で社会各界による参与が

なされるべきである。

②　支援体制の構造

　地方ならびに政府の関連部門によれば，わが

国中小企業の社会的支援体制は，性質の異なる

いくつかのレベルによって構成される。

ａ）政府の管理機構。

　各レベルの経済貿易委員会（経委・計経委）

の中小企業管理部門，あるいは政府の各経済機

能部門が連合して組織した中小企業管理委員会。

その機能は，政府の関連部門と共同で当該地域

の支援体制の指導・調整・監督管理に対する責

任を果たすことである。

ｂ）総合サービス機構。

　政府管理機構の許可を得て設立した中小企業

サービスセンター，あるいはサービス部門が自

発的に組織した業界団体。これは事業法人，社

団法人，あるいは企業法人のいずれでもよい。

これのコンセプトは総合的な公共サービスの自

律組織であり，サービス機構と政府のかけはし

となるものである。

ｃ）サービス機構。

　中小企業のためにサービスを提供する各種の

社会的機構。これらは法律に依拠して設立され，

相応の条件を備える必要がある。事業法人，社

団法人，企業法人，あるいは自然人でもよい。

サービス機構は市場に即して運営され，政府の

許可する範囲内で自主的経営の権利を持ち，市

場ニーズに応じて多地域にわたる経営を行って

もよい。

③　中小企業の社会支援体制の育成は，重点を

明確にして少しずつ進めるべきである。

　現在，わが国中小企業に対する社会的支援体

制のニーズは，主に資金融資，起業支援，技術

サポート，コンサルティング，市場開拓，人材

育成，国際提携の分野に集中している。国家と

地方政府の財源は限られており，中国は地理的

に広大で地域格差も大きいため，支援体制の建

設を短期間で全面展開するには無理がある。各

地域は具体的な必要に応じて，問題点を正しく

掴み，地域の特色ある社会的支援体制を作るよ

う重点的に取り組む必要がある。

（３）中小企業の社会的支援体系づくりにおける

政府の役割

①　統一的な管理調整機関を創設すること

　わが国の中小企業管理部門はかなり分散して

いる。同様に，わが国の中小企業支援機構につ

いても統一的な管理調整を行う機関がない。

サービス市場を整備し，各サービス機構の長所

を十分に生かして，分散・独立している資源を

集中することが重要である。管理調整機関は各

レベルの経済貿易委員会に属する中小企業管理

部門でもいいし，中小企業管理委員会でもよい。
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②　支援体制づくりに対する指導・管理と監督

　政府管理部門は支援体制づくりに対する指

導・管理と監督を補強することによって，サー

ビスの欠如，過当競争，「高価格・低サービス現

象」を防止するべきである。かなりの部分が立

法によらなければうまく進展できない面がある。

法的な基礎を作り上げ，権力の濫用を防ぐこと

が必要である。

③　サービス機構設立への投資

　社会的支援は，最終的にサービス機構によっ

て実現される。サービスの政策的・公益的性格

から，中小企業向けの社会的支援は市場による

完成が不可能である。ゆえに，政府は総合サー

ビス機構や公益的な公共サービス機構に対して，

ある程度の設立資金の支持が必要である。その

後毎年，サービスを受けた中小企業の納めた税

金の増加部分から一定割合を取り，支援体制づ

くりの資金として充当する。

　こうしたサービス機構は，中小企業向けの社

会的支援体制の核となる非営利組織である。こ

れと中小企業との関係はサービスを授受する関

係であり，ほかの社会的仲介組織と補充しあい，

支持しあい，協調しながら発展していくべきで

ある。サービス機構の職員は，原則として設立

する機関が社会に公募して採用される。職員は

関連する専門知識と技能をもち，サービス精神

に富んでいる必要がある。

④　適度なる参与にとどめ，計画と管理に重点

をおく

　転換期のわが国において，起業に必要な社会

資源はまだ不十分であり，政府の参与と投入が

不可欠である。しかしながら，政府の参与は，

中小企業の発展に適する政策環境とサービス環

境の整備に重点をおくべきであり，直接管理は

避けるべきである。

（４）中小企業の社会的支援体制づくりは，社会

各界の参与と促進にかかっている

　中小企業の社会的支援体制づくりは，社会全

体に関わる系統的な工程であり，政府や企業を

含む社会各方面の関係者の参与と促進いかんに

かかっている。

①　社会各界の長所を生かし，既存資源を十分

に利用する

業界団体，商工会議所，大学・科学研究機関な

ど各方面の力を発揮する。大中型企業を退職し

た経営者や専門技能を持った人材にも，資格の

認定を受けた上で中小企業のために仕事をして

もらう。社会全体で中小企業のために奉仕する

良好な雰囲気を形成するべきである。

②　社会的支援体制づくりは，中小企業の意識

改革・主観的能動性にかかっている

　中小企業の独立・発展の意識と能力を育成す

ることは，社会的支援体制づくりの中で１つの

基礎的な仕事である。計画経済期においては，

企業は経営自主権を失い，まったく政府に頼っ

ていた。そのために社会的支援体制づくりが進

まず，悪循環を形成していたといえる。

（５）中小企業の社会的支援体制の主な内容

①　健全な中小企業への融資システムの創設

ａ）わが国中小企業の融資の現状及び問題。

　わが国中小企業は，新たに生み出した工業生

産額の７０％を創造した。しかし，１９９８年第１四

半期までに国有銀行が中小企業に対して行った

貸付は，貸付残高のわずか３８％であった。ほか

の商業銀行と信用組合の貸付金を含めても，全

貸付金の４４％しか占めていない。中小企業が多

くを占める郷鎮企業が毎年獲得する銀行貸付金

は，銀行系貸付総額のわずか１０％しか占めてい

ない。上海のある調査によると，中小企業の操

業停止の原因は資金不足がその第一となってお

り，７０％以上の中小企業が「融資が困難，ある

いは大変困難」と答えている。

　こうした原因は，中小企業の信用供与システ
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ムが未成熟であるからである。主な資金供給源

である国有大商業銀行は主に大企業のために

サービスを行い，貸付の方向や審査の手順など

を中小企業への融資に適用してはいない。

　中小企業への融資システムを作り上げるには，

資金供給システムを完備し，中小企業への信用

供与システムを作り上げる必要がある。後者は，

中小企業融資システムを創設するための要であ

る。

ｂ）信用供与システムの創設は，中小企業にとっ

て融資の困難を改善する有効な道である。

（�）健全な信用供与システムは，先進国が中小

企業発展を支援する重要な施策である。

（�）わが国における信用供与システム設立の試

みについて。現在まで，わが国では全国的な中

小企業信用供与システムは設立されていない。

しかしながら，９０年代以来，わが国の一部の地

方では，続々と中小企業に融資担保を提供する

試みが展開されている。また，１９９９年６月，国

家経済貿易委員会中小企業司によって「中小企

業の信用供与システムの設立を試みることに関

する意見」が提出された。全国的な中小企業の

信用供与システムの骨格はすでに作られている。

（�）現存する問題点。現在わが国の信用供与基

金の総合力から見ると，その規模と影響力が弱

く，範囲も限られている。担保機構，引受企業，協

力銀行のリスク分担の問題も未整備である。

（�）わが国が信用供与システムを創設するさい

の注意点。１つに，安定的な資金収入源を確保

すること。２つに，担保リスクの有効なコント

ロールを行うこと。３つに，担保される企業の

選択方法を厳格に規定すること。４つに，中小

企業に対して財務管理・技術コンサルティング・

人材訓練などを提供すること。５つに，市場化

の操作を実行することである。

ｃ）中小企業融資システムを完備し，中小企業

融資の困難を徹底的に解決する。

　中小企業に対する金融支援は１つの系統的な

工程である。中小企業融資の困難を徹底して解

決するために，政策上中小企業への金融支援を

完全に整え，中小企業信用供与基金を設立する

とともに，次の面の推進が必要である。

（�）銀行間の競争を強め，金融サービスの水準

と質を向上させる。

（�）国有銀行の商業化改革を深め，国有銀行が

貸付金を支給するさいの階級差別を根絶する。

（�）資本市場への計画コントロールを緩め，か

つ資本市場への行政関与をできるだけ早く解除

し，ベンチャーキャピタルを発展させ，中小企

業への直接の融資ルートを切り開く。

②　中小企業経営コンサルティング業を発展さ

せる

ａ）中小企業経営コンサルティングの重要性。

　経営コンサルティング業は，中小企業の発展

に対して，世界各国で非常に重要な役割を演じ

ている。中小企業発展のいかなる時期でも，経

営コンサルティング業から提供される各種の

サービスが活用できれば，経営をさらに健全で

有効なものにし，多くの無意味な誤りによる損

失を避けることができる。

ｂ）経営コンサルティング業の組織形態。

　先進国の経営コンサルティング業は非常に発

展している。その組織形態には，（�）事業法人，

（�）コンサルタント会社，（�）協会，学会，

同業組合に設けられたコンサルタント部，（�）

大学・学部，（�）政府の専門プログラムがある。

ｃ）経営コンサルティング業のサービス内容。

　経営管理訓練クラスと講座，企業内部での訓

練クラスと講座，経営診断，コンサルティング

と指導，専門調査及び研究，財務計画などがあ

る。

③　中小企業創業育成計画を推進する

ａ）中小企業創業育成計画の意義。

　中小企業の創業育成は，先進国において不景

気が社会にもたらす影響を解決するために，優

遇措置を通じて既存の各種資源を調達し，創業

の意欲とある程度の条件を持っている個人や組

織に対して創業を奨励する方法である。

38 企業環境研究年報　第６号



　わが国では，大量の民間資金が銀行に集中す

るとともに，大量の失業者と一時帰休者が存在

している。わが国ではけっして基本的な生産要

素が欠乏しているのでなく，成熟した市場主体

が欠乏しているのである。今至急に必要なのは，

各方面からの創業者の育成を重視し，創業活動

を通じて市場の需要を喚起し，経済の回復を目

指すことである。

ｂ）中小企業創業育成の内容。

　中小企業は，創業・成長の過程の中で，適時

に大量な法律・政策・経営管理などの情報と補

助が必要である。創業に関連するサービス内容

はたくさんあり，創業補助は中小企業の社会的

支援体制の重要な構成部分である。

その主な機能は，創業者に対して企業の創立や

企業経営における必要な情報と専門コンサル

ティング・サービスを提供し，新しい企業の失

敗のリスクを減少させるものである。創業補助

は，創業育成センターや社会的支援体制の中の

サービス機構によって実施される。

　創業補助には以下の内容が含まれる。

（�）政策コンサルティング・サービス。

（�）創業コンサルティング・サービス。創業補

助機構の経営コンサルタントや法律の専門家が，

起業家のために無料または低料金で専門的な補

助と提案を提供し，創業者に自己の強みと弱点

の所在を判断させる。

（�）情報仲介サービス。

（�）規範的な財務制度の確立を助ける。創業補

助機構の会計専門家は，重点的に規範的な財務

制度の確立，簿記の基本技能の掌握などを助け，

創業者によいスタートを切らせるべきである。

（�）市場分析と経営計画を助ける。もっとも多

く見られる問題点は，勘によって事を決め，意

思決定がいい加減に行われることである。合理

的な経営計画は中小企業によい習慣を養成させ

る。

（�）資金の融通を助け，中小企業の創業と発展

を支援する。創業補助機構の金融専門家は，創

業者がどのように貸付けを申し込んだらよいの

かを助ける。その内容として，どこの外部資金

供給が利用できるか，貸付けの基本プロセスと

要求，企業の経営目標・経営計画と市場予測の

結果によってどのように資金の返済計画を立て

るか，などが含まれる。こうすることにより，

創業者は外部から資金が得やすくなる。

ｃ）創業補助の専門機構を設置し，創業育成を

強化する。

（�）創業補助機構を設置する必要性。

（�）創業補助機構の組織形態の選択。創業補助

機構の組織形態の選択は，できるだけその社会

的機能を発揮させるという原則にそって確定さ

れるべきである。１つは，創業者のさまざまな

レベルからのニーズを満足させること。２つは，

安い料金であることである。

（�）ハイテク産業発展の経験を参考にし，中小

企業育成センターを作る。作業場と設備を提供

し，実験室と各種サービスを開放する「多機能

型育成センター」や，空間のみ提供する「開放

型育成センター」，サービスのみ提供する「管理

型育成センター」などがある。

（�）現存する資産を活用することによって，中

小企業創業コストを低下させる。

ｄ）中小企業創業育成計画を推進するさいの注

意点。

（�）創業育成計画は，総合的かつ有機的に展開

するべきである。

（�）ハード施設のみに偏らず，創業補助に当

たってはソフト面の育成・訓練も重視する。

（�）一つの長期的な事業として，社会各界の長

所を十分に発揮させる。

（�）政府の業務の立脚点は，中小企業の創立・

発展のために，良好な政策環境と経営環境を設

立することにおくべきである。

（�）創業育成計画を支える条件として，申し込

み手続の簡素化や各種の優遇政策を提示するこ

とが重要である。

④　ベンチャーキャピタルを育成する

ａ）国外におけるベンチャーキャピタル（略）
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ｂ）わが国のベンチャーキャピタルの現状と特

徴。わが国では８０年代中期からベンチャー投資

の実験を開始した。９０年代後期に入ると，わが

国のベンチャーキャピタルの発展は新しい時期

に入り，外国のベンチャーキャピタルも参入す

るようになった。１９９８年以来，わが国では１０数

社のベンチャーキャピタルが相継いで作られた。

その特徴は，政府の関与が大きいことにある。

ｃ）政府はどのようにベンチャーキャピタルの

発展に関与したらよいか。

（�）資本の源泉について多くのルートを開拓す

る。

（�）インセンティブと規制の有効なメカニズム

を作る。

（�）知的所有権の保護システムを完備させる。

（�）ベンチャー資本の有効な流動メカニズムを

徐々に作り上げる。

●〔資料３〕の注

　これは「中小企業の社会的支援体制づくりに

ついて」（陳乃醒主編『中国中小企業発展与預測

（１９９９年）』民主与建設出版社，２０００年の１５１～１７４

ページを要約したものである。なお，日本語に

翻訳した「社会的支援体制」の中国語原文は

「社会化服務体系」である。この〔資料３〕の翻

訳と要約にあたり劉旭東氏の協力を得た。ここ

に感謝申し上げるしだいである。
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